
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れらの権利にまつわる問題を自ら解決する力や、解決に必要なさまざまな支援を活用する力を高め支

援することをいいます。 

 

【コミュニティソーシャルワーク】 

地域において生活上の課題を抱える個人や家族に対する個別支援と、それらの人々が暮らす生活環境の整

備や住民の組織化等の地域支援を関係者と協働して統合的に展開する実践です。 

 

【コミュニティワーク】 

 地域における生活問題とその問題を抱える住民が、自ら主体的に問題解決するように福祉サービス資

源の効果的な整備や連絡・調整システムづくりをしながら、問題を総合的・関係的に捉え、地域住民の

福祉活動への参加を働きかける援助技術をいいます。 

 

 さ（サ）行  

 

【社会福祉協議会】 

通称「社協」と呼ばれています。地域福祉の推進を図ることを目的とする民間組織です。昭和 26 年

(1951 年)に制定された社会福祉事業法(現在の「社会福祉法」)に基づき、設置されています。地域住民

をはじめ、社会福祉の関係者や、保健・医療・教育など関連分野の方々の参加・協力によって、みんな

が安心して暮らせる福祉のまちづくりの実現をめざした活動を行っています。すべての市区町村、都道

府県・指定都市及び全国段階に設置されています。 

 

【社会福祉人材センター】 

社会福祉法に基づき福祉人材確保のために都道府県知事の指定を受けて都道府県社会福祉協議会に設

置されている公的な機関です。①福祉の仕事を探している人と人材を求めている社会福祉サービス事業

者との橋渡し、②福祉の職場についての理解と関心を深めていただき、仕事として志す人々の支援、③

社会福祉事業従事者等のための研修を行っています。 

  

【市民後見人】 

 専門職や社協などの職業後見人以外の者のうち、本人と親族関係ないし交友関係がなく、主に社会貢

献のため、地方自治体や大学等が行う後見人養成講座などにより成年後見制度に関する一定の知識、技

術、態度を身に付けた上、他人の成年後見人等になることを希望して、家庭裁判所より後見人として選

任された人をいいます。 

 

【小地域ネットワーク活動】 

 小地域(概ね小学校区)を単位として要援護者一人ひとりを対象に､保健･福祉･医療の関係者と住民が協

働して進める､見守り･援助活動で､ひとり暮らしや寝たきりの高齢者世帯などが地域の中で孤立するこ

となく､安心して生活できるよう地域住民による支え合い・助け合い活動を展開し､あわせて地域におけ

る福祉の啓発と住みよい福祉のまちづくりを進めようというものです｡ 

 

【小地域福祉活動リーダー】 

地域住民が主体となって地域福祉活動を進めていくために、小地域で中心となって福祉活動に取り組む

人材をいいます。 

第２章 静岡県における地域福祉の方向性 

“共生・支え合い” 

による地域社会の実現 

１ めざす福祉社会の姿 

住民一人ひとりが自分らしく豊かに生きたいという共通の

願いの上に立って、自らの人生を自らの努力で主体的に切

り開いていく自立と自助の営みを掘り起こし、支援するこ

とと同時に、そこから発する他者へのやさしさと思いやり

の心を育み、 

全ての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から守り、健康で文

化的な生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包

み支え合う 

「共に生き、支え合う社会」 

        下線：ソーシャル・インクルージョンの考え方 

                       （社会的包摂） 
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あ（ア）行  

 

【ＩＣＦ（国際生活機能分類）】 

ＩＣＦ（International Classification of Functioning, Disability and Health）は、人間の生活機能と障害の分

類法として、2001 年 5 月、世界保健機関（ＷＨＯ）において採択されました。この特徴は、1980 年に

出されたＷＨＯ国際障害者分類（ＩＣＩＤＨ）がマイナス面を分類するという考え方が中心であったの

に対し、ＩＣＦは、生活機能というプラス面からみるように視点を転換し、さらに環境因子等の観点を

加えたことにあります。 

 

【ＮＰＯ（Non Profit Organization）】 

ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称です。このうち「NPO 法人」

とは特定非営利活動促進法(NPO 法)に基づき、法人格を取得した「特定非営利活動法人」の一般的な総称で、

県内では1,244 団体（内閣府ＨＰ 平成27 年1 月末現在）が認証されています。 

 

【居場所】 

地域に住むあらゆる世代の人々が「いつでも、どこでも、だれでも」気軽に参加することができる場

所です。静岡県では、「ふじのくに型福祉サービス」の１つとして位置づけられています。 

 

 か（カ）行  

 

【グループスーパービジョン】 

スーパーバイシー（指導される者）が複数で、グループ形式のスーパービジョン（指導する

者と指導される者との関係面における対人援助法で、対人援助職者が常に専門家としての資質

向上を目指すための教育方法）の形態をさします。 

 

【県災害ボランティア本部・情報センター】 

災害時において県地域防災計画に基づき、県が、県社協及び県ボランティア協会と連携して、

静岡県総合社会福祉会館シズウエル２階に設置する、県内全域を対象にボランティア活動の支

援を行う広域拠点です。 

 

【県民福祉の日】 

静岡県では、昭和６３年、１月１日から数えて２９４日にあたる１０月２０日を「福祉の日」として、

制定している。この趣旨は、２９４（福祉／フクシ）の語呂合わせを発想の起点とし、「福祉の日」を定

めることにより県民に福祉の意義を訴えようとしたものである。 

 

【権利擁護】 

①侵害されている、あるいは諦めさせられている本人（仲間）の権利がどのようなものであるかを明

確にすることを支援するとともに、②その明確にされた権利の救済や権利の形成・獲得を支援し、③そ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用 語 説 明 

「“共生・支え合い”による地域社会の 

実現」をめざし、福祉サービスの質の 

向上と住民主体の福祉のまちづくりを 

推進します 

「“共生・支え合い”による地域社会の実現」をめざし、個人の尊厳

の保持を旨とした福祉サービスの質の向上を図るとともに、住民一人

ひとりの自己実現に向けた自助努力と、「他人を思いやり、お互いを助

け合おうとする精神」を基礎とする「住民主体」を原則に、行政や多

彩な主体と協力して、福祉のまちづくりを推進します。 

地域福祉の基礎となるのは、他人を思いやり、お互いを支え、助け合

おうとする心です。本会は、住民の意識と主体的な行動力を高めてい

くとともに、人と人をつなぎ・支える「地域福祉を支える人づくり」

を推進します。 

基本目標１ 地域福祉を支える人づくり   

地域福祉は、住民を主体に行政や多彩な主体が役割分担し、協働して

いくことが重要です。本会は、自助、共助、公助があいまって、地域

に根ざして協働する「地域福祉を支える仕組みづくり」を推進します。 

基本目標２ 地域福祉を支える仕組みづくり 

 
地域福祉は、住民を主体に行政や多彩な主体がつながり、その力を結

集していくことが重要です。本会は、県域の地域福祉推進の中核とし

て、「地域福祉を支える基盤づくり」を推進します。 

基本目標３ 地域福祉を支える基盤づくり 

２ 基本理念 

３ 基本目標 
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（部署順）  

氏 名 所属・役職名 備 考 

杉 田 勇 三 常務理事  

小 長 井 清 事務局長兼総務部長  

松 下 安 孝 総務部総務課長 作業部会スタッフ 

柿 澤   彰 福祉企画部長兼経営支援課長 作 業 部 会 長 

西  村  慎  言 福祉企画部地域福祉課長 作業部会スタッフ 

田 辺 光 男 生活支援部長  

松 田   智 生活支援部生活支援課長兼権利擁護課長 作業部会スタッフ 

青 野 剛 明 福祉人材部長  

粳 田 一 博 福祉人材部研修課長 作業部会スタッフ 

袴  田  敦  子 福祉人材部人材課長 作業部会スタッフ 

( 作 業 部 会 ) 

松 浦 史 紀 総務部総務課主事  

青 木 弘 子 総務部総務課主事  

天 野 靖 子 生活支援部生活支援課主任  

海 野 芳 隆 生活支援部権利擁護課主任  

杉 本 優 子 生活支援部権利擁護課主事  

曽 根   允 福祉人材部研修課主事  

古 木 秀 子 福祉人材部人材課主任  

寺 澤 友 裕 福祉人材部人材課主事  

小 澤 裕 美 福祉人材部人材課主事  

鈴 木 貴 也 福祉企画部経営支援課主事  

佐 藤   隆 福祉企画部経営支援課主事  

木 村   綾 福祉企画部地域福祉課主任 庶務 

村 松 奈 々 福祉企画部地域福祉課主事 庶務 

松 永 和 樹 福祉企画部地域福祉課主事 庶務 

窪 田   亮 福祉企画部地域福祉課主事 庶務 

 

 

１ 住民の意識と主体的な

行動力を高めます 
 

２ 地域福祉活動の核とな

る人材を育成します 
 

３ 福祉サービスの担い手

を確保・育成します 

１ 住民主体による地域

福祉活動・生活支援を

推進します 

 

２ 支援を必要とする住

民の地域生活を支え

ます 

１ 市町社協を支援します 
 

２ 社会福祉事業者を支援

します 
 

３ 県社協の基盤強化を図

ります 

〇広域機能   〇行政等の補完機能 

〇専門機能   〇政策提言・連絡調整機能 

〇情報提供機能 

めざすべき福祉社会 

福祉サービスの質の向上と住民主体の福祉のまちづくりの推進 

地域住民 

ＮＰＯ(*) 

社会福祉法人 市町社協 

民生委員･児童委員(*) 

ボランティア 

市町行政 

福祉サービス事業者 

社会福祉施設 

関係機関･団体 

４ 推進体系 第四次活動推進計画策定会議名簿 

地域福祉を支える 

人づくり 

地域福祉を支える 

仕組みづくり 

地域福祉を支える 

基盤づくり 
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